
■嘉手納飛行場より南の軍用地の割合
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1 キャンプ桑江（北谷町）

2 キャンプ瑞慶覧
（沖縄市、北中城村、北谷町、宜野湾市）

3 普天間飛行場（宜野湾市）

4 牧港補給地区（浦添市）

5 那覇港湾施設（那覇市）

嘉手納飛行場
（嘉手納町）

R2.3.31現在

米軍基地の現状と日米地位協定米軍基地の現状と日米地位協定第２章

沖縄の軍用地の特徴を教えてください。Q8

A
　沖縄県を除く全国の米軍施設・区域では、約87％が国有地ですが、沖縄県では、約
23％が国有地、残り約77％が県有地、市町村有地、民有地となっています。

　これは、県外の米軍基地の大半が戦前の旧日本軍の基地をそのまま使用しているの
に対し、沖縄県では、旧日本軍が使用した区域にとどまらず、沖縄戦後も米軍による公・
民有地の強制接収が行われたことが背景にあります。

　特に、本県の人口の８割以上が居住している沖
縄本島中南部の嘉手納飛行場より南の米軍施設・
区域では、民有地が約87％を占めている状況で
す。

　本県の米軍基地は、ただ単に面積が広大である
ばかりでなく、その所有形態においても他の都道府
県の米軍基地とは経緯を異にしているのが特徴で
す。

　公有地が民有地に比べて極端に少ないため、基
地返還跡地におけるまちづくりを円滑に推進する
ためには、返還前の早い段階から道路や公園等の
公共施設用地を確保する必要があります。

　このことからも、沖縄の米軍

基地問題は整理縮小だけでは
なく、返還跡地の利用促進を図
る上でも解決しなければなら
ない多くの課題を抱えているこ
とが分かります。

■嘉手納飛行場より南のおもな米軍基地
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